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 （注）１ 当社の連結財務諸表は、米国で一般に公正妥当と認められた会計原則に基づいて作成されております。 

２ 売上高には、消費税等を含んでおりません。 

３ 第109期第１四半期連結会計期間より米国財務会計基準審議会基準書第160号「連結財務諸表における非支配

持分－ARB第51号の改訂」を適用しております。また、基準書第160号の適用により、過年度の連結財務諸表

を組替再表示しております。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 

第109期 

第１四半期連結 

累計（会計）期間  

第108期  

会計期間 

  平成21年
１月１日から 

   平成21年 
３月31日まで 

  平成20年 
１月１日から 

   平成20年 
12月31日まで 

売上高 (百万円) 687,034  4,094,161

税引前四半期（当期）純利益 (百万円) 22,394  481,147

四半期（当期）純利益 

（キヤノン㈱に帰属）  
(百万円) 17,744  309,148

株主資本 (百万円) 2,647,032  2,659,792

純資産額 (百万円) 2,833,100  2,850,982

総資産額 (百万円) 3,751,117  3,969,934

１株当たり株主資本 (円) 2,144.24  2,154.57

基本的１株当たり四半期（当期） 

純利益（キヤノン㈱に帰属） 
(円) 14.37  246.21

希薄化後１株当たり四半期（当期） 

純利益（キヤノン㈱に帰属）  
(円) 14.37  246.20

株主資本比率 (％) 70.6  67.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 52,446  616,684

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △102,026  △472,480

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △70,958  △277,565

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
(百万円) 577,193  679,196

従業員数 (名) 158,019  166,980
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  当社は米国会計基準によって四半期連結財務諸表を作成しており、関係会社についても当該会計原則の定義に基づ

いて開示しております。第２「事業の状況」及び第３「設備の状況」においても同様であります。また、セグメント

の区分につきましては、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」に基づいて行っておりま

す。 

 当グループ（当社及びその連結子会社242社、持分法適用関連会社18社を中心に構成）は、事務機、カメラ、光学

機器等の分野において、開発、生産から販売、サービスにわたる事業活動を営んでおります。 

  当第１四半期連結会計期間において、当グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

  当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数であり、期間社員及びパートタイマーを含んでおります。 

    ２ 臨時従業員については、当該従業員総数が100分の10未満であるため記載を省略しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数であり、期間社員及びパートタイマーを含んでおります。  

２ 臨時従業員として、派遣社員が当第１四半期会計期間の平均人員で 名おります。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年３月31日現在

従業員数（名） 158,019   

  平成21年３月31日現在

従業員数（名） 25,339      

3,063
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(１）生産実績 

 当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

       （注）１ 金額は、販売価格によって算定しております。 

     ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(２）受注実績 

 当グループの生産は、当社と販売各社との間で行う需要予測を考慮した見込み生産を主体としておりますので、

販売高のうち受注生産高が占める割合はきわめて僅少であります。したがって受注実績の記載は行っておりませ

ん。 

  

(３）販売実績 

 当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

  

      （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

     ２ 当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対

する割合は、次のとおりであります。 

  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 

事務機  330,712

カメラ  158,690

光学機器及びその他  49,668

合計  539,070

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 

事務機  451,606

カメラ  165,549

光学機器及びその他  69,879

合計  687,034

相手先

当第１四半期連結会計期間 
（平成21年１月１日から 
平成21年３月31日まで） 

販売高（百万円） 割合（％）

Hewlett-Packard Company  128,660  18.7
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当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約等はありません。  

  

  

（１）業績の状況 

当第１四半期連結会計期間の経済は、主要国、新興国ともに昨年来の景気後退が一層深刻化しました。米国では、雇

用情勢の悪化などから個人消費の低迷が続き、欧州では、輸出の落ち込みや個人消費の減退が進みました。日本では、外

需の落ち込みや製造業を中心とする在庫調整のほか、企業の設備投資抑制により、実体経済の悪化が顕著になり、アジア

その他の新興国経済についても、輸出の減少から成長が鈍化し、グローバル経済の牽引役が不在となりました。為替相場

については、昨年秋口以降に見られた円の独歩高の展開から反転したものの、依然として円高基調が続きました。 

このような状況の中、当社関連市場においては、オフィスイメージング機器市場では各地域で企業の投資抑制が続

き、ネットワーク複合機はモノクロ機、カラー機ともに低調に推移しました。コンピュータ周辺機器市場では、レーザビ

ームプリンタはモノクロ機の落ち込みに加え、これまで拡大を続けてきたカラー機も前年同四半期連結会計期間の水準を

下回りました。インクジェットプリンタについては、単機能機の需要が大きく低下し、前年同四半期連結会計期間の市場

規模を割り込みました。カメラ市場ではデジタル一眼レフカメラの需要は底堅い伸びをみせたものの、コンパクトデジタ

ルカメラは落ち込みを見せるとともに、販売価格の下落も進行しました。また、光学機器市場では、半導体用露光装置お

よび液晶用露光装置のいずれも需要が減退しました。当第１四半期連結会計期間の米ドル及びユーロの平均為替レートは

それぞれ93.86円及び121.85円と、前年同期に比べ米ドルは約12％、ユーロは約29％の円高水準で推移しました。 

当第１四半期連結会計期間の売上高は、ネットワーク複合機やレーザビームプリンタなどの販売数量が需要の低迷に

より大きく落ち込んだことに加え、大幅な円高の影響を受けたことなどから、前年同四半期連結会計期間より31.8％減の

6,870億円となりました。売上総利益率は、新製品投入や継続的なコストダウン活動などにより引き続き改善に努めたも

のの、円高や販売数量の落ち込み、販売価格下落などの影響を受け、6.1ポイント低下し43.5％となりました。これに伴

い、売上総利益は40.2％減少し2,988億円となりました。営業費用は、グループを挙げて抑制に取り組んだ結果、15.3％

減少しましたが、営業利益は88.3％減の200億円となりました。営業外収益及び費用は、為替差損益の改善などにより、

66億円好転しましたが、税引前四半期純利益は86.6％減の224億円となり、四半期純利益（キヤノン㈱に帰属）は83.4％

減の177億円となりました。 

基本的１株当たり四半期純利益（キヤノン㈱に帰属）は、前年同四半期連結会計期間に比べ70円20銭減の14円37銭と

なりました。 

  

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

事務機事業では経済環境の急激な悪化から企業のオフィス機器需要が大きく減退しました。オフィスイメージング機

器は、デジタル商業印刷用プリンタの需要が伸びる一方で、主要地域でネットワーク複合機の販売が低迷し、また円高の

影響も加わったことから、31.3％の減収となりました。コンピュータ周辺機器においては、レーザビームプリンタは、大

幅な需要の低下及び流通在庫の圧縮の必要性から販売が大きく落ち込んだことに円高の影響も加わった結果、41.9％の減

収となりました。インクジェットプリンタは、市場全体が落ち込む中で、米州では販売台数を伸ばすなど、販売台数の減

少を最小限に留めましたが、円高や販売価格下落の影響により、26.6％の減収となりました。この結果、コンピュータ周

辺機器全体で38.0％の減収となりました。また、ビジネス情報機器は、国内でＰＣの販売が減少したことなどにより

23.7％の減収となりました。これらの結果、事務機事業の売上高は34.7％減の4,516億円となり、営業利益は、売上高の

減少に伴い売上総利益が大きく減少したことなどから、63.8％減の591億円となりました。 

カメラ事業においては、一眼レフタイプのデジタルカメラは、高画質・普及型モデルのEOS Kiss X2やハイアマチュア

向けのEOS 5D MarkⅡなどの販売が引き続き堅調に推移し、販売数量を伸ばしました。コンパクトタイプのデジタルカメ

ラでは、IXY シリーズ４機種、PowerShotシリーズ４機種の新製品投入の効果は見られたものの、全体としては市況低迷

の影響を受け販売数量は減少しました。また、平均単価の低下や円高の影響も加わった結果、カメラ事業全体の売上高

は、24.4％減の1,655億円となり、営業利益は、売上高の減少及び売上総利益率の大幅な低下などにより、82.9％減の78

億円となりました。 

光学機器及びその他事業については、半導体用露光装置がメモリー市況の著しい悪化により低迷したことなどから、

売上高は27.8％減の699億円となり、営業利益は、売上高が大きく減少したことなどから、113億円の赤字に転じました。

  

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態及び経営成績の分析】
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  所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

日本では、カラーネットワーク複合機の販売が低迷したことなどにより、売上高は前年同四半期連結会計期間と比べ

て14.3％減の2,137億円、営業利益は前年同四半期連結会計期間から80.8％減の340億円となりました。 

在外地域は、レーザビームプリンタ、モノクロネットワーク複合機やコンパクトデジタルカメラなどの売上が全般的

に減少したことや大幅な為替影響などにより、前年同四半期連結会計期間と比べて減収となりました。 

米州では、レーザビームプリンタやモノクロネットワーク複合機などの売上が低調に推移し、円高の影響も加わった

結果、売上高は前年同四半期連結会計期間から比べて36.5％減の1,711億円となりました。営業利益は前年同四半期連結

会計期間と比べて50億円減となる1億円の赤字となりました。 

欧州では、レーザビームプリンタやコンパクトデジタルカメラなどの売上が低迷したことに加え、大幅な円高の影響

を受けたことから、売上高は前年同四半期連結会計期間から37.9％減の2,089億円となりました。営業利益は前年同四半

期連結会計期間と比べて34.4％減の83億円となりました。  

その他の地域では、レーザビームプリンタや半導体用露光装置などの販売が減少したことから、売上高は前年同四半

期連結会計期間と比べて38.7％減の933億円となりました。営業利益は前年同四半期連結会計期間から76.6％減の41億円

となりました。 

  

（２）キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間の営業キャッシュ・フローは、減益となったことなどから前年同四半期連結会計期間より

550億円減少し、524億円の収入となりました。投資キャッシュ・フローは、設備投資を新製品対応やコストダウンなどを

目的としたものに絞り込んだ結果、前年同四半期連結会計期間から875億円の減少となる1,020億円の支出となりました。

この結果、フリーキャッシュ・フローは、前年同四半期連結会計期間から324億円好転しましたが、496億円の赤字となり

ました。 

一方、財務キャッシュ・フローは、679億円の配当の支払いなどにより、710億円の支出となりました。 

これらの結果、現金及び現金同等物は、前連結会計年度末から1,020億円減少し5,772億円となりました。 

  

（３）対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。 

  

（４）研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間における研究開発費は、728億円です。 

  

  

（１）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

（２）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。  

  また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①株式の総数 

  

②発行済株式 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  3,000,000,000

計  3,000,000,000

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数(株) 
（平成21年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  1,333,763,464   1,333,763,464

東京、大阪、名古屋、

福岡、札幌、ニューヨ

ーク 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であ

ります。 

計      1,333,763,464   1,333,763,464 － － 
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。  

  平成20年３月28日定時株主総会 

 （注）１   新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

       調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  ２   新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で普通株式の発行（2008年満期第３回無担保転換社債の転

換による場合を除く。）または普通株式の自己株式の処分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。ただし、新株予約権の行使の場合は、行使価額の調整

は行わない。 

    なお、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の総数を控除した数と

し、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとす

る。  

（２）【新株予約権等の状況】

  
第１四半期会計期間末現在 

（平成21年３月31日）  

 新株予約権の数（個）  5,740 

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― 

 新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式 

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 574,000 

 新株予約権の行使時の払込金額（円） 5,502（注）１，２ 

 新株予約権の行使期間 
自 平成22年５月１日 

至 平成26年４月30日 

 新株予約権の行使により株式を発行する場合

 の株式の発行価格及び資本組入額（円）  

発行価格  5,502 

資本組入額 2,751 

 新株予約権の行使の条件 

 ①１個の新株予約権につき一部行使はできない。 

 ②新株予約権者は、当社第107期定時株主総会終結後２年内の最

  終の決算期に関する定時株主総会の終結まで、取締役、執行 

  役員または従業員であることを要す。 

 ③新株予約権者は、取締役、執行役員または従業員の地位を失 

  った後も２年間かつ行使期間内において、新株予約権を行使 

  することができる。ただし、自己都合による退任もしくは退 

   職または解任もしくは解雇により、その地位を失った場合 

  は、新株予約権は即時失効する。 

 ④新株予約権の相続はこれを認めない。 

 ⑤上記の他、当社取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の

割当てを受ける者との間で締結される契約に定めるところに

よる。  

 新株予約権の譲渡に関する事項 
 譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承認を要

する。 

  代用払込みに関する事項 ― 

 組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関

  する事項 
― 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

株式分割または株式併合の比率

        
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 
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 該当事項はありません。 

  

  

  大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。  

  

①発行済株式 

  （注） 「単元未満株式」の中には、当社保有の自己株式、相互保有株式が次のとおり含まれております。  

             自己株式              5株 

         相互保有株式 

           ㈱堀江製作所            50株 

                                       

②自己株式等 

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総数
残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成21年１月１日 

～平成21年３月31日 
―  1,333,763,464 ―  174,762 ―  306,288

（５）【大株主の状況】

（６）【議決権の状況】

  平成21年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式 

（自己株式等） 
－ － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式 

（自己株式等） 

（自己保有株式）
普通株式   99,279,000 
 （相互保有株式） 
 普通株式      3,700 

－ 
権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式   1,232,654,200  12,326,542 同上 

単元未満株式 普通株式       1,826,564 － 同上 

発行済株式総数        1,333,763,464 － － 

総株主の議決権 －  12,326,542 － 

  平成21年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

キヤノン㈱ 
東京都大田区下丸
子三丁目30番２号  99,279,000 －  99,279,000  7.44

㈱堀江製作所 
山梨県大月市富浜
町宮谷329番地  3,700 －  3,700  0.00

計 －  99,282,700 －  99,282,700  7.44

- 9 -



【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部のものであります。 

  

  前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

 なお、役職の異動は、次のとおりであります。  

  

役職の異動 

  

（執行役員の状況） 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの執行役員の異動はありません。 

 なお、役職の異動は、次のとおりであります。  

  

役職の異動  

  

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
１月 

２月 ３月

最高（円）    3,370    2,690  3,150

最低（円）    2,435  2,230  2,115

３【役員の状況】

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 代表取締役 

 副社長 
― 

 代表取締役 

 副社長 

政策・経済調査 

 本部長 
田中 稔三  平成21年４月１日 

 専務取締役 
 周辺機器事業本部長 

 兼 化成品事業本部長  
 専務取締役 

 周辺機器事業 

  本部長 
三橋 康夫  平成21年４月１日 

氏名 新職名 

末松 浩之   化成品事業本部副事業本部長 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、米国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に基づいて作成しております。  

 なお、セグメント情報については、四半期連結財務諸表規則に基づいて作成し注記しております。 

   

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日か

ら平成21年３月31日まで）の四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受け

ております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    
当第１四半期連結会計期間末

（平成21年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成20年12月31日） 

（組替再表示後）（注１）   

区分 注記 
番号 金額（百万円）

構成比
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び現金同等物   577,193    679,196   

２．短期投資 注２ 4,584    7,651   

３．売上債権 注３ 485,413    595,422   

４．たな卸資産 注４ 499,963    506,919   

５．前払費用及び
その他の流動資産 注10 280,631    275,660   

流動資産合計   1,847,784 49.3  2,064,848  52.0

Ⅱ 長期債権 注11 14,730 0.4  14,752  0.4

Ⅲ 投資 注２ 81,944 2.2  88,825  2.2

Ⅳ 有形固定資産 注５ 1,357,856 36.2  1,357,186  34.2

Ⅴ 無形固定資産   120,532 3.2  119,140  3.0

Ⅵ その他の資産 注10 328,271 8.7  325,183  8.2

資産合計   3,751,117 100.0  3,969,934  100.0
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当第１四半期連結会計期間末

（平成21年３月31日） 
前連結会計年度末 

（平成20年12月31日） 
（組替再表示後）（注１）  

区分 注記 
番号 金額（百万円）

構成比
（％） 金額（百万円） 構成比 

（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．短期借入金及び１年以内
に返済する長期債務   5,484    5,540   

２．買入債務 注６ 295,746    406,746   

３．未払法人税等   15,958    69,961   

４．未払費用   274,011    277,117   

５．その他の流動負債 注10 151,211    184,636   

流動負債合計   742,410 19.8  944,000  23.8

Ⅱ 長期債務   7,433 0.2  8,423  0.2

Ⅲ 未払退職及び年金費用   110,772 3.0  110,784  2.8

Ⅳ その他の固定負債   57,402 1.5  55,745  1.4

負債合計   918,017 24.5  1,118,952  28.2

契約債務及び偶発債務 注11         

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本 注７     

１．資本金   174,762 4.7  174,762  4.4

（発行可能株式総数）   (3,000,000,000)  (3,000,000,000)  

（発行済株式総数）   (1,333,763,464)  (1,333,763,464)  

２．資本剰余金   403,182 10.7  403,790  10.2

３．利益剰余金           

利益準備金   54,063    53,706   

その他の利益剰余金   2,826,061    2,876,576   

  利益剰余金合計   2,880,124 76.8  2,930,282  73.8

４．その他の包括利益  
（損失）累計額   △254,810 △6.8  △292,820  △7.4

５．自己株式   △556,226 △14.8  △556,222  △14.0

（自己株式数）   (99,279,005)  (99,275,245)  

株主資本合計   2,647,032 70.6  2,659,792  67.0

Ⅱ 非支配持分 
注 

1,7 186,068 4.9  191,190  4.8

純資産合計 
注

1,7 2,833,100 75.5  2,850,982  71.8

負債及び純資産合計   3,751,117 100.0  3,969,934  100.0
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          【第１四半期連結累計期間】  

（２）【四半期連結損益計算書】

    

当第１四半期
連結累計期間 

（平成21年１月１日から 
平成21年３月31日まで） 

区分
注記
番号

金額（百万円）
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   687,034 100.0

Ⅱ 売上原価   388,220 56.5

売上総利益   298,814 43.5

Ⅲ 営業費用       

 １．販売費及び一般管理費 注９ 205,993 30.0

 ２．研究開発費   72,789 10.6

           合計   278,782 40.6

営業利益   20,032 2.9

Ⅳ 営業外収益及び費用       

１．受取利息及び配当金   1,434   

２．支払利息   △84   

３．その他－純額
注9,
10,12

1,012   

           合計   2,362 0.4

税引前四半期純利益   22,394 3.3

Ⅴ 法人税等   6,759 1.0

非支配持分控除前 
四半期純利益 注１ 15,635 2.3

Ⅵ 非支配持分帰属損益 注１ △2,109 △0.3

四半期純利益
（キヤノン㈱に帰属）  注１ 17,744 2.6

１株当たり四半期純利益 
（キヤノン㈱に帰属） 注８   

基本的   円14.37   

希薄化後    円14.37   
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           補足情報 

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    
当第１四半期連結累計期間
（平成21年１月１日から 
平成21年３月31日まで） 

区分 注記
番号

金額（百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１．非支配持分控除前四半期純利益   15,635

２．営業活動によるキャッシュ・ 
  フローへの調整      

減価償却費   75,523

固定資産売廃却損   1,176

法人税等繰延税額   △6,312

売上債権の減少   121,931

たな卸資産の減少   18,290

買入債務の減少   △129,424

未払法人税等の減少   △54,352

未払費用の減少   △8,687

未払（前払）退職及び年金費用の減少   △140

その他－純額   18,806

営業活動によるキャッシュ・フロー   52,446

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１．固定資産購入額 注５  △105,084

２．固定資産売却額 注５ 1,339

３．売却可能有価証券購入額   △6

４．売却可能有価証券売却額及び償還額   214

５．定期預金の減少    2,885

６．子会社買収額（取得現金控除後）   △168

７．投資による支払額   △54

８．その他－純額   △1,152

投資活動によるキャッシュ・フロー   △102,026

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１．長期債務による調達額   593

２．長期債務の返済額   △1,532

３．短期借入金の増加   96

４．配当金の支払額   △67,897

５. 自己株式取得－純額   △9

６．その他－純額   △2,209

財務活動によるキャッシュ・フロー   △70,958

Ⅳ 為替変動の現金及び 
  現金同等物への影響額   18,535

Ⅴ 現金及び現金同等物の純増減額   △102,003

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   679,196

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   577,193

期中支払額    

 利息   81

 法人税等   63,206
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（１）連結会計方針 

 当社は、昭和44年５月に米国市場において転換社債を発行し、米国預託証券を米国店頭市場に登録したことに

より、米国1933年証券法及び米国1934年証券取引所法に基づき、米国において一般に公正妥当と認められた会計

原則（会計原則審議会意見書、財務会計基準審議会基準書等、以下「米国会計原則」という。）に基づいて作成

された連結財務諸表の米国証券取引委員会への提出を開始し、それ以降、継続して年次報告書（Form 20-F）を

提出しております。その後、昭和47年２月にナスダックに米国預託証券を登録し、平成12年９月にニューヨーク

証券取引所に上場いたしました。 

 当社の四半期連結財務諸表は、米国会計原則に基づいて作成しております。なお、米国会計原則により要請さ

れる記載及び注記の一部を省略しております。また、セグメント情報については、「四半期連結財務諸表の用

語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号、以下「四半期連結財務諸表規則」という。）

に基づいて作成しており、米国財務会計基準審議会基準書第131号に基づくセグメント別財務報告は作成してお

りません。平成21年３月31日現在の連結子会社数及び持分法適用関連会社数は以下のとおりであります。 

  

  

 当社が採用している会計処理の原則及び手続並びに表示方法のうち、わが国の四半期連結財務諸表規則に準拠

した場合と異なるもので主要なものは次のとおりであり、金額的に重要性のある項目については、わが国の基準

に基づいた場合の税引前四半期純利益に対する影響額を併せて開示しております。 

(イ)退職給付及び年金制度に関しては、米国財務会計基準審議会基準書第87号「年金に関する事業主の会計」

及び基準書第158号「確定給付型年金及びその他の退職後給付制度に関する事業主の会計－基準書第87号、

第88号、第106号及び第132号（改）の改訂」を適用しており、保険数理計算に基づく年金費用を計上してお

ります。その影響額は、第109期第１四半期において623百万円（利益の減少）であります。 

(ロ)新株発行費は税効果調整を行った後、資本剰余金より控除しております。 

(ハ)金融派生商品に関しては、米国財務会計基準審議会基準書第133号「金融派生商品とヘッジ活動の会計」、

基準書第138号「金融派生商品とヘッジ活動の会計（基準書第133号の改訂）」及び基準書第149号「金融派

生商品とヘッジ活動に関する基準書第133号の改訂」を適用しております。 

(ニ)のれんは米国財務会計基準審議会基準書142号「のれん及びその他の無形固定資産」を適用しており、のれ

ん及び耐用年数が確定できないその他の無形固定資産は償却を行わずに少なくとも年１回の減損の判定を行

っております。 

  

（２）連結の基本方針 

 当社の連結財務諸表は、当社、当社が過半数の株式を所有する子会社及び米国財務会計基準審議会による解釈

指針第46号（平成15年12月改訂）「変動持分事業体の連結」に基づき、連結対象と判断した変動持分事業体の勘

定を含んでおります。連結会社間の重要な債権債務及び取引はすべて消去しております。  

注記事項

注１ 主要な会計方針についての概要

連結子会社数  242

持分法適用関連会社数  18

合計  260
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（３）新会計基準 

 平成20年２月に米国財務会計基準審議会は、職員意見書基準書第157-2号「基準書第157号の適用日」を発行

し、特定の非金融資産及び負債に対する基準書第157号「公正価値の測定」（以下「基準書第157号」という。）

の適用日を一年間延期しております。平成21年１月１日より全ての非金融資産及び負債について基準書第157号

が適用されておりますが、当社の経営成績及び財政状態に与える重要な影響はありません。基準書第157号の開

示については注記12に記載しております。  

 平成19年12月に、米国財務会計基準審議会は、基準書第141号（平成19年改訂）「企業結合」（以下「基準書

第141号改」という。）を発行しました。基準書第141号改は、買収企業が財務諸表において、企業結合にて取得

した識別可能な資産、引き継いだ負債、被買収企業の非支配持分及び取得したのれんの認識及び測定に関する基

準及び要求を規定しております。また基準書第141号改は、企業結合の内容及び財務諸表に対する影響の評価を

可能にする開示要求を規定しております。基準書第141号改は、平成20年12月15日以降に開始する連結会計年度

より適用され、当社においては平成21年１月１日より開始する第１四半期より適用しております。当第１四半期

において基準書第141号改の適用が当社の経営成績及び財政状態に与える重要な影響はありません。 

 平成19年12月に、米国財務会計基準審議会は、基準書第160号「連結財務諸表における非支配持分－ARB第51号

の改訂」（以下「基準書第160号」という。）を発行しました。基準書第160号は、親会社以外が保有する子会社

における所有持分、親会社及び非支配持分へ帰属する連結上の当期純利益の金額、親会社の所有持分の変動、及

び子会社が連結対象外となったときの非支配持分投資の評価に関する会計処理及び報告の基準を規定しておりま

す。また基準書第160号は、親会社持分と非支配持分とを明確に特定し、識別して開示することを要求しており

ます。基準書第160号は、全ての期間に遡及的に適用される一定の表示及び開示要求を除いて、平成20年12月15

日以降に開始する連結会計年度より適用され、当社においては平成21年１月１日以降に開始する第１四半期から

適用しております。これにより、従来、連結貸借対照表の負債の部と資本の部の中間に分類していた少数株主持

分を、非支配持分として連結貸借対照表上、純資産の部に含めて計上しております。また、基準書第160号の適

用により、連結損益計算書の表示科目を変更しております。基準書第160号の表示に関する規定は遡及的に適用

され、過年度の連結財務諸表を組替再表示しております。基準書第160号の適用が当社の経営成績及び財政状態

に与える重要な影響はありません。 

 平成20年３月に、米国財務会計基準審議会は、基準書第161号「金融派生商品とヘッジ活動の開示－基準書第

133号の改訂」（以下「基準書第161号」という。）を発行しました。基準書第161号は、基準書第133号「金融派

生商品とヘッジ活動の会計処理」（以下「基準書第133号」という。）が要求する現行の開示を改訂及び拡大し

ております。基準書第161号は、金融派生商品の利用方法及び目的、基準書第133号に基づく金融派生商品とヘッ

ジ対象の会計処理並びに金融派生商品とヘッジ対象が財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに与える影響

の透明性を高めることを要求しております。基準書第161号は、金融派生商品とヘッジ活動の認識及び測定に関

する現在の基準を変更しておりません。基準書第161号は、平成20年11月15日より後に開始する連結会計年度及

び期中会計期間から適用され、当社においては平成21年１月１日より開始する第１四半期から適用しておりま

す。基準書第161号の適用が当社の経営成績及び財政状態に与える影響はありません。基準書第161号の開示につ

いては注記10に記載しております。 

 平成20年12月に、米国財務会計基準審議会は、職員意見書第132改-1号「退職後給付制度の資産に関する雇用

主の開示」（以下「FSP第132改-1号」という。）を発行しました。FSP第132改-1号は、投資方針、主要な資産カ

テゴリー別の公正価値、公正価値の評価手法及びリスクの集中を含む年金資産に関する追加の開示を要求してお

ります。FSP第132改-1号は平成21年12月15日より後に終了する連結会計年度より適用され、当社においては、平

成21年12月31日に終了する連結会計年度より適用になります。当社は追加となる開示の必要事項について現在検

討しておりますが、FSP第132改-1号の適用が当社の経営成績及び財政状態に与える影響はないと考えておりま

す。 
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 平成21年３月31日及び平成20年12月31日現在における、連結貸借対照表の短期投資及び投資に含めている売

却可能有価証券の主な有価証券の種類毎の取得原価、総未実現利益及び損失、公正価値は以下のとおりであり

ます。 

  

  

 平成21年３月31日及び平成20年12月31日現在における取得日から満期日までが３ヶ月超の定期預金はそれぞ

れ4,583百万円、7,430百万円であり、連結貸借対照表の短期投資に含めております。 

 平成21年３月31日及び平成20年12月31日現在における原価法により評価される市場性のない持分証券に対す

る投資額はそれぞれ10,669百万円及び10,684百万円であります。 

  

 平成21年３月31日及び平成20年12月31日現在における売上債権は、以下のとおりであります。 

  

  

注２ 投資

                      （単位 百万円）

  
第109期第１四半期

平成21年3月31日  
第108期 

平成20年12月31日 

  取得原価   
総未実現

利益   
総未実現

損失   公正価値   取得原価  
総未実現

利益   
総未実現

損失   公正価値

短期投資：                              

売却可能有価証券：                              

国債及び 

外国政府債 
 1   －           －   1   1   －   －   1

投資信託 －   －   －   －   133   16   －   149

  1   －   －   1   134   16   －   150

投資：                              

売却可能有価証券：                              

国債及び 

外国政府債 
435      －   19    416   431    －   18   413

社債  1,504    29    32    1,501   1,593   27   32   1,588

投資信託  2,310    22    107    2,225   2,366   40   170   2,236

株式  10,073    2,484    1,510    11,047   10,522   2,532   836   12,218

   14,322    2,535    1,668    15,189   14,912    2,599   1,056   16,455

注３ 売上債権

  （単位 百万円）

  
第109期第１四半期
平成21年３月31日   

第108期
平成20年12月31日 

受取手形  32,480    20,303

売掛金  463,529    584,437

貸倒引当金  △10,596    △9,318

   485,413    595,422
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 平成21年３月31日及び平成20年12月31日現在におけるたな卸資産は、以下のとおりであります。 

  

  

 平成21年３月31日及び平成20年12月31日現在における有形固定資産は、以下のとおりであります。 

  

 四半期連結キャッシュ・フロー計算書に表示されている固定資産には、有形固定資産と無形固定資産を含

めております。  

  

 平成21年３月31日及び平成20年12月31日現在における買入債務は、以下のとおりであります。 

注４ たな卸資産

   （単位 百万円）

  
第109期第１四半期
平成21年３月31日   

第108期
平成20年12月31日 

製品  301,081    316,533

仕掛品  177,250    171,511

原材料  21,632    18,875

   499,963    506,919

注５ 有形固定資産

  （単位 百万円）

  
第109期第１四半期
平成21年３月31日   

第108期
平成20年12月31日 

土地  249,361    247,602

建物及び構築物  1,284,870    1,268,388

機械装置及び備品  1,421,427    1,395,451

建設仮勘定  104,234    81,346

取得価額計  3,059,892    2,992,787

減価償却累計額  △1,702,036    △1,635,601

   1,357,856    1,357,186

注６ 買入債務

  （単位 百万円）

  
第109期第１四半期
平成21年３月31日   

第108期
平成20年12月31日 

支払手形  9,411    14,544

買掛金  286,335    392,202

   295,746    406,746
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 第109期第１四半期連結累計期間における、連結貸借対照表の株主資本、非支配持分及び純資産の帳簿価額の

変動は、以下のとおりであります。 

  

  

 基本的及び希薄化後１株当たり四半期純利益（キヤノン㈱に帰属）の計算上の基礎は以下のとおりでありま

す。  

  

 第109期第１四半期連結累計期間における希薄化後１株当たり四半期純利益（キヤノン㈱に帰属）の計算にあ

たり、ストックオプションは逆希薄化効果を持つため計算から除いております。 

注７ 純資産

  （単位 百万円）

  
 株主資本 非支配持分  純資産合計 

  

第109期第１四半期連結累計期間      

前期末残高 2,659,792  191,190 2,850,982

キヤノン㈱株主への配当金 △67,897  － △67,897

非支配持分への配当金 －  △2,208 △2,208

連結子会社による資本取引及びその他 △617  △1,033 △1,650

包括利益（損失）                

   四半期純利益（損失） 17,744  △2,109 15,635

  その他の包括利益（損失） 

  －税効果調整後 
               

   為替換算調整額 43,670  △118 43,552

   未実現有価証券評価損益 △519  54 △465

   金融派生商品損益 △4,761  － △4,761

   年金債務調整額 △380  292 △88

    四半期包括利益（損失） 55,754  △1,881 53,873

当第１四半期末残高 2,647,032  186,068 2,833,100

注８ １株当たり四半期純利益（キヤノン㈱に帰属）

    
（単位 百万円）

    
第109期第１四半期 

連結累計期間 

四半期純利益 

（キヤノン㈱に帰属） 

     17,744

    
（単位 株式数）

    
第109期第１四半期 

連結累計期間 

平均発行済普通株式数    1,234,486,737

    
（単位 円）

    
第109期第１四半期 

連結累計期間 

１株当たり四半期純利益 

（キヤノン㈱に帰属）: 

    

 基本的      14.37

 希薄化後      14.37
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  先物為替契約を含む外貨建取引、外貨建の資産及び負債の換算から生じる為替差損益は、連結損益計算書の

営業外収益及び費用に含めております。第109期第１四半期連結累計期間における為替差益は、3,755百万円で

あります。 

  広告宣伝費は発生時に費用として計上しており、第109期第１四半期連結累計期間において11,997百万円であ

ります。 

  発送費及び取扱手数料は、第109期第１四半期連結累計期間において10,685百万円であり、これらは連結損益

計算書の販売費及び一般管理費に含めております。 

  

  

リスク管理方針 

 当社は国際的に事業を営み、外国為替レートの変動リスクにさらされております。当社が保有しております

金融派生商品は、主にこれらのリスクを軽減するための先物為替契約であります。当社は、外国為替レートリ

スクの変化を継続的に監視すること及びヘッジ機会を検討することによって、外国為替レートリスクを評価し

ております。当社はトレーディング目的のための金融派生商品を保有又は発行しておりません。また、当社は

金融派生商品の契約相手による契約不履行の場合に生ずる信用リスクにさらされております。契約相手は国際

的に認知された金融機関がほとんどで、当社はそれらの財政状態を勘案しており、契約も多数の主要な金融機

関に分散されておりますので、そのようなリスクは小さいと考えております。 

外国為替レートリスク管理 

 当社は国際的な事業により、外国為替レート変動リスクにさらされております。米ドルやユーロといった外

貨による売上により生じる外国為替レートリスクを管理するために、当社は先物為替契約を締結しておりま

す。これらの契約は主に外貨建で行われ、グループ会社間の予測売上取引及び売上債権に関する外国為替レー

ト変動リスクをヘッジするために利用されております。当社はリスク管理方針に基づき、グループ会社間の予

定売上取引から生じる外国為替レート変動リスクの一部を、主に３ヶ月以内に満期が到来する先物為替契約を

利用することによりヘッジしております。 

キャッシュ・フローヘッジ 

 グループ会社間の予定売上取引に係る先物為替契約等、キャッシュ・フローヘッジとして指定された金融派

生商品の公正価値の変動は、その他の包括利益（損失）累計額として認識されます。これらの金額は、ヘッジ

対象が収益又は費用として認識された期において、営業外収益及び費用として損益に振り替えられます。平成

21年３月31日現在のその他の包括利益（損失）累計額は、今後12ヶ月の間に収益又は費用として認識されると

予想しております。当社はヘッジ手段の時間的価値の要素をヘッジの有効性の評価から除いております。ま

た、ヘッジ対象である予定売上取引が発生した時点でヘッジ会計は中止し、それ以降に生じる損益はヘッジの

有効性の評価に含めておりません。 

ヘッジ指定されていない金融派生商品 

 当社は、主に外貨建資産から生じる為替差損益を相殺するために先物為替契約を締結しております。これら

の先物為替契約はヘッジ会計を適用するために必要とされているヘッジ指定をしておりませんが、経済的な観

点からはヘッジとして有効と判断しております。ヘッジ指定していない先物為替契約の公正価値はただちに収

益または費用として認識されます。 

 平成21年３月31日及び平成20年12月31日現在における先物為替契約の残高は以下のとおりであります。 

  

注９ 損益等の補足説明

注10 金融派生商品とヘッジ活動

  
    （単位 百万円）

  
第109期第１四半期
平成21年３月31日   

第108期  
平成20年12月31日 

外貨売却契約  244,659    350,959

外貨購入契約  40,614    35,247
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  平成21年３月31日現在における金融派生商品の公正価値は以下のとおりであります。 

  

  

  

  第109期第１四半期連結累計期間における金融派生商品の連結損益計算書への影響は以下のとおりでありま

す。 

   

  

    （単位 百万円）

 ヘッジ指定の金融派生商品    科目    公正価値 

 負債：         

   先物為替契約   その他の流動負債         2,981

    （単位 百万円）

 ヘッジ指定外の金融派生商品    科目    公正価値 

 資産：         

   先物為替契約   
前払費用及び   

その他の流動資産  
  
   

     2,015

 負債：         

   先物為替契約   その他の流動負債         6,615

             （単位 百万円）

 ヘッジ指定の 

 金融派生商品 

第109期第１四半期  

連結累計期間 

  

   

  

キャッシュ・フロー  

 その他の包括利益（損失）

に計上された損益  

（ヘッジ有効部分）  

 

 

 

その他の包括利益（損失）累計

額から損益への振替額 

（ヘッジ有効部分）  

 

損益認識額 

（ヘッジの非有効部分及び 

  有効性評価より除外）  

ヘッジ  計上金額    科目    計上金額    科目    計上金額 

  先物為替契約       △7,936    その他－純額        3,234    その他－純額          △151

  （単位 百万円）

 ヘッジ指定外の 

 金融派生商品 

第109期第１四半期  

連結累計期間 

   科目    計上金額 

  先物為替契約  その他－純額          △11,331
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契約債務 

 平成21年３月31日現在における、設備投資の発注残高及び部品と原材料の発注残高はそれぞれ、42,497百万

円、53,722百万円であります。 

 当社は、オペレーティングリースとして処理されるリース契約に基づき、営業所及びその他の施設を使用し

ております。リース契約に基づく差入保証金は、平成21年３月31日及び平成20年12月31日現在においてそれぞ

れ14,197百万円、14,223百万円であり、連結貸借対照表上、長期債権に含まれております。 

 平成21年３月31日現在における解約不能オペレーティングリース契約に基づく最低年間支払賃借料の予定支

払額は、１年内が14,960百万円、１年超が34,681百万円であります。 

  

保証債務 

 当社は、従業員及び関係会社等の銀行借入金について、債務保証を行っております。従業員に関する債務保

証は、主に住宅ローンに対するものであります。関係会社等に関する債務保証は、それらの会社における資金

調達を容易にするためのものであります。 

 契約期間中に従業員及び関係会社等が債務不履行に陥った場合、当社は支払義務を負います。債務保証の契

約期間は、従業員の住宅ローンについては１年から30年、関係会社等の銀行借入金については１年から10年で

あります。平成21年３月31日現在において、債務不履行が生じた場合に当社が負う割引前の最高支払額は、

21,883百万円であります。平成21年３月31日現在において、これらの債務保証に関して認識されている負債の

金額には重要性はありません。 

 また当社は、ある一定期間において、当社の製品及びサービスに対する保証を行っております。製品保証費

は収益を認識した時点で販売費及び一般管理費として計上しており、製品保証引当金の見積りは過去の実績に

基づいております。第109期第１四半期連結累計期間における製品保証引当金の変動は以下のとおりでありま

す。 

  

注11 契約上の債務及び偶発債務

  
（単位 百万円）

  第109期第１四半期 
連結累計期間  

期首残高  17,372

当期増加額  4,449

当期減少額（目的使用）  △4,582

その他  △2,078

期末残高  15,161
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訴訟事項 

 ドイツでは、パーソナル・コンピュータやプリンタ等のデジタル機器が著作物の複製を可能にしているとし

て、著作権者に代わり著作権料を徴収する団体Verwertungsgesellschaft Wort（以下「VG Wort」という。）

が、デジタル機器を輸入販売する各社に対して著作権料の支払いを求める一連の訴訟を提起しています。平成

16年５月にVG Wortは、マルチファンクション・プリンタに対する著作権料の支払いを求めてHewlett-Packard 

GmbH社に対し民事訴訟を提起しました（対象販売期間は平成９年から平成13年まで）。本件訴訟は、同社が複

数企業を代表して訴訟を進めるテスト・ケースといわれる形態の訴訟であり、当社は本件訴訟の判決に拘束さ

れます。平成20年、連邦最高裁判所は、平成９年から平成13年までに販売されたマルチファンクション・プリ

ンタについては、複写機に課されているのと同額（プリントスピード及びカラープリント機能により、１台当

たり38.35ユーロから613.56ユーロ）の著作権料が適用されると判示しました。Hewlett-Packard GmbH社は、平

成20年8月に、連邦憲法裁判所に対し、この連邦最高裁判決について争うための申し立てを行いました。平成14

年から平成19年の間に販売されたマルチファンクション・プリンタについては、平成19年１月に、VG Wortが当

社との間の仲裁の申立を行い、平成20年12月に仲裁案が仲裁裁判所から提示されましたが、平成21年１月、VG 

Wortは仲裁案を拒絶しました。その後、平成21年3月に、ドイツの業界団体BITKOMとVG Wortの間で、平成14年

から平成19年の間に販売されたマルチファンクション・プリンタに関する和解契約が締結され、キヤノンも当

該和解条件を受け入れたため、本件紛争は解決しました。なお、平成９年から平成13年までの期間について

は、キヤノンはドイツでのマルチファンクション・プリンタの販売実績がないため、キヤノンは前記Hewlett-

Packard GmbH社/VG Wort間で係属中の訴訟の帰趨に影響を受けません。シングルファンクション・プリンタに

ついては、平成18年１月に、VG Wortが当社に対して著作権料の支払いを求める訴訟を提起し、同年11月、デュ

ッセルドルフ地方裁判所はVG Wortの請求を認める旨の判決を下しました。これについて、当社は同年12月にデ

ュッセルドルフ高等裁判所に控訴しました。Epson Deutschland GmbH社、Xerox GmbH社、Kyocera Mita 

Deutschland GmbH社に対する類似の裁判においてシングルファンクション・プリンタが著作権料の対象ではな

いと判示したデュッセルドルフ高等裁判所の平成19年１月23日付判決に引き続き、高等裁判所は、その平成19

年11月13日付判決において、当社に対するVG Wortの請求を退けました。VG Wortは、当該高等裁判所判決を不

服とし、連邦最高裁判所に上告しました。平成19年12月、シングルファンクション・プリンタに関する

Hewlett-Packard GmbH社に対する類似の訴訟において、連邦最高裁判所は、Hewlett-Packard GmbH社勝訴の判

決を下し、VG Wortの請求を棄却しました。その後VG Wortが連邦憲法裁判所に対して、この連邦最高裁判決に

ついて違憲判断の申し立てを行いました。当社を含む各企業及び業界団体は、こうした著作権料の適用範囲の

拡大に反対の姿勢を示しております。平成19年にマルチファンクション・プリンタ及びシングルファンクショ

ン・プリンタについてのドイツ著作権法の改訂が行われ、平成20年１月１日より施行されました。新法では、

著作権補償料の適用対象製品および料率は、産業界と徴収団体の合意により決定される旨規定されており、こ

れを受けて産業界と徴収団体で交渉を行っておりました。平成20年12月、当該交渉が妥結し、平成22年末まで

の適用製品および料率が決定されました（平成20年初から遡及適用）。また、前述のとおり、平成20年１月１

日以前のマルチファンクション・プリンタの販売に関する著作権補償料についての紛争は和解により解決され

ました。依然として平成20年１月１日以前のシングルファンクション・プリンタの販売に関する著作権補償料

に関する最終的な決着の見通しについては不透明な状況です。 

 当社は、上記のものを含めて、通常の事業活動から生じる、種々の要求及び法的行為にさらされておりま

す。当社は、米国財務会計基準審議会基準書第５号「偶発事象の会計処理」に準拠して、損失の発生の可能性

が高く、かつ、損失額を合理的に見積もることができる場合に、引当金を計上しております。当社は、少なく

とも四半期に一度当該引当金を検討し、交渉、和解、判決、弁護士の助言及び特定の案件に関連したその他の

情報及び事象の影響を反映して、当該引当金を修正しております。当社は、経験上、上記の特定案件における

損害賠償請求額は当社の潜在的な負債を必ずしも示唆するものではないと考えており、これらの案件の最終結

果が、当社の連結上の財政状態、経営成績またはキャッシュ・フローに重要な影響を与えることはないと考え

ております。しかし、訴訟は本来的に予測が困難であり、当社は訴訟案件に関して有効な抗弁を有していると

考えておりますが、訴訟案件が不利な結果で終わることにより、当社の連結上の財政状態、経営成績またはキ

ャッシュ・フローが特定の期間に重要な影響を受ける可能性があります。 
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 基準書第157号は、公正価値をその資産または負債に関する主要なまたは最も有利な市場において測定日にお

ける市場参加者の間の秩序ある取引により資産を売却して受け取るであろう価格、または負債を移転するため

に支払うであろう価格と定義しております。基準書第157号は、公正価値の測定に使用されるインプットの優先

順位を付ける公正価値の階層の３つのレベルを以下のとおり設定しております。 

レベル１－活発な市場における同一資産・負債の市場価格 

レベル２－活発な市場における類似資産・負債の市場価格、活発ではない市場における同一または類似資産・

負債の市場価格、観察可能な市場価格以外のインプット及び相関関係またはその他の方法により観

察可能な市場データから主として得られたまたは裏付けられたインプット 

レベル３－１つまたは複数の重要なインプットが観察不能で、市場参加者が価格決定で使用する仮定に関して

報告企業自身の仮定を使用する評価手法から得られるインプット 

  

経常的に公正価値で測定される資産及び負債 

  

 平成21年３月31日及び平成20年12月31日現在における経常的に公正価値で測定される資産及び負債は以下の

とおりであります。 

  

  

 レベル１の投資は、主に株式であり、十分な取引量と頻繁な取引がある活発な市場における調整不要な市場

価格で評価しております。レベル２の現金及び現金同等物は、活発でない市場における同一資産の市場価格に

より評価しております。レベル３の投資は、社債などであり、測定日において資産の市場が活発ではないた

め、観察不能なインプットに基づき評価しております。 

  

 金融派生商品は、先物為替契約によるものです。レベル２の金融派生商品は取引相手方または第三者から入

手した相場価格に基づき評価され、外国為替レート及び金利などの観察可能な市場インプットを使用した価格

モデルに基づき定期的に検証しております。 

注12 公正価値の開示

          （単位 百万円）

  
第109期第１四半期  

平成21年３月31日 

   レベル１    レベル２    レベル３    合計 

 資産:             

  現金及び現金同等物          －        164,420             －           164,420

  投資       12,750                 976               1,464            15,190

  金融派生商品         －              2,015          －             2,015

 資産合計            12,750        167,411              1,464           181,625

             

 負債：            

  金融派生商品         －               9,596          －             9,596

 負債合計         －              9,596          －             9,596

          （単位 百万円）

  
第108期  

平成20年12月31日 

   レベル１    レベル２    レベル３    合計 

 資産:              

  現金及び現金同等物          －        194,030             －            194,030

  投資       14,108                 981               1,516             16,605

  金融派生商品         －              10,516          －             10,516

 資産合計            14,108        205,527              1,516            221,151

              

 負債：             

  金融派生商品         －                 678          －                678

 負債合計         －                678          －                678
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 経常的に測定されるレベル３の商品は社債などから構成され、第109期第１四半期連結累計期間における変動

は以下のとおりであります。 

  

  

  

 全ての損益は平成21年３月31日現在において保有している社債などに関するものであり、四半期連結損益計

算書のその他-純額に含めております。 

  

非経常的に公正価値で測定される資産及び負債 

  

 第109期第１四半期連結累計期間において、非経常的に公正価値で測定された重要な資産及び負債はありませ

ん。 

  

  

当第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで） 

  
（注）１ 事業区分の方法 

当社の事業を製品の種類・性質・販売市場の類似性を考慮し、オフィスユースを中心とした事務機事業、パー

ソナルユースを中心としたカメラ事業、半導体製造・医療等の産業向け製品を中心とした光学機器及びその他

事業に区分しております。 

２ 各事業区分の主要製品 

・事務機事業：ネットワーク複合機、複写機、レーザビームプリンタ、インクジェットプリンタ、 

コンピュータ、ドキュメントスキャナ、電卓 

・カメラ事業：デジタル一眼レフカメラ、コンパクトデジタルカメラ、交換レンズ、デジタルビデオカメラ 

・光学機器及びその他事業：半導体用露光装置、液晶用露光装置、放送局用テレビレンズ、 

医療画像記録機器、大判プリンタ 

  

  （単位 百万円）

  
第109期第１四半期 

連結累計期間  

期首残高 1,516

損益合計（実現または未実現）:   

 損益 △94

 その他の包括利益（損失） △3

購入、発行および決済 45

期末残高 1,464

注13 セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

  
事務機 

（百万円） 
カメラ

（百万円） 

光学機器
及びその他 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

 売上高及び営業損益             

売上高             

(１)外部顧客に対する売上高  451,606  165,549  69,879  687,034  －  687,034

(２)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  41,214  41,214  △41,214  －

計  451,606  165,549  111,093  728,248  △41,214  687,034

営業利益（又は営業損失）  59,104  7,830  △11,349  55,585  △35,553  20,032
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当第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで） 

  

（注）１ 国又は地域の区分方法は地域的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

(１）米 州：米国、カナダ、中南米諸国 

(２）欧 州：イギリス、ドイツ、フランス、オランダ 

(３) その他：アジア、中国、オセアニア 

  

当第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年３月31日まで） 

  

（注）１ 国又は地域の区分方法は地域的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域は以下のとおりであります。 

(１）米 州：米国、カナダ、中南米諸国 

(２）欧 州：イギリス、ドイツ、フランス、オランダ 

(３）その他：アジア、中国、オセアニア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

 該当事項はありません。 

  

  

  

 該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
米州

（百万円）
欧州

（百万円）
その他

（百万円）
計

（百万円） 

消去 
又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

 売上高及び営業損益               

売上高               

(１)外部顧客に対する 

売上高 
 213,695  171,141  208,862  93,336  687,034  －  687,034

(２)セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 304,291  778  435  90,352  395,856  △395,856  －

計  517,986  171,919  209,297  183,688  1,082,890  △395,856  687,034

営業利益 

（又は営業損失） 
 34,048  △139  8,311  4,090  46,310  △26,278  20,032

【海外売上高】

  米州 欧州 その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  176,331  210,067  131,132  517,530

Ⅱ 連結売上高（百万円）    687,034

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 25.6  30.6  19.1  75.3

２【その他】
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  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているキヤノン株式会

社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成

21年３月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準（四半期連結財務諸表の注記事項１参照）に準拠して、キヤノン株式会社及び連結子会社の平成21年

３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。ただし、四半期連結財務諸表

の注記事項１(1)に記載のとおり、セグメント情報については、米国財務会計基準審議会基準書第131号にかえて、「四半

期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第15条に準拠して作成されてい

る。 

追記情報 

 四半期連結財務諸表の注記事項１(3)に記載されているとおり、会社は当第１四半期連結会計期間より米国財務会計

基準審議会基準書第160号「連結財務諸表における非支配持分－ARB第51号の改訂」を適用し、この会計基準により四半

期連結財務諸表を作成している。   

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 

独立監査人の四半期レビュー報告書 

    平成21年５月13日

キヤノン株式会社     

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人   

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 平山 直充  印 

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 宗像 雄一郎 印 

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
  公認会計士 鈴木 博貴  印 

  ※ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。 



  

  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年５月14日 

【会社名】 キヤノン株式会社 

【英訳名】 CANON INC. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長 御手洗 冨士夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役副社長 田中 稔三 

【本店の所在の場所】 東京都大田区下丸子三丁目30番２号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

 株式会社名古屋証券取引所 

（名古屋市中区栄三丁目８番20号） 

証券会員制法人福岡証券取引所 

（福岡市中央区天神二丁目14番２号） 

証券会員制法人札幌証券取引所 

（札幌市中央区南一条西五丁目14番地の１） 



 当社代表取締役会長 御手洗冨士夫 及び 最高財務責任者 代表取締役副社長 田中稔三は、当社の第109期第

１四半期（自平成21年１月１日 至平成21年３月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正

に記載されていることを確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】
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